
今後の中小商業支援策等について
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商店街の現状と課題
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商店街振興組合

30.6%

事業協同組合等
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その他の法人

0.9%

任意団体

60.4%

【商店街の組織形態】
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商店街の定義と現状

• 商店街とは、①小売業、サービス業を営む者の店舗等が主体となって街区を形成し、②これらが何らかの組織（例えば、○○商

店街振興組合、○○商店会等で法人格の有無及びその種類を問わない）を形成しているもの。（商店街実態調査における定義。法律上の定義は無し）

• 小売業やサービス業の集合体として商業機能を提供するとともに、地域コミュニティの担い手としても機能。

• 商店街※1は、商店街振興組合※2、事業協同組合やテナント会などの任意団体を含め、全国で11,000以上存在。

• 商店街の組織形態は、商店街振興組合と事業協同組合が約４割、任意団体が全体の６割。

（出典）1994年～2014年までは商業統計。2018年以降は商店街実態調査が発送された商店街数。

※１：商業統計上の定義では、小売店、飲食店及びサービス業が近接して30店舗以上あるものを概ね一つの商店街としている。
※２：商店街振興組合法に基づく組合。小売商業又はサービス業に属する事業を営む者の30人以上が近接してその事業を営

む地域であって、その大部分に商店街が形成されているもの。全国で約1,900組合（R4.4月現在）。 （出典）令和６年度商店街実態調査（中小企業庁）
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【商店街数の推移】



繁栄している

2.7 ％
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4.7 ％

まあまあである

（横ばいである）

29.1 ％

衰退の恐れがある

28.3 ％

衰退している

33.2 ％

【商店街の最近の景況（令和６年度）】

商店街の景況・抱える問題
• 足下の景況は衰退傾向（約６割が「衰退している」又は「衰退の恐れがある」 と回答）。

• 商店街が抱える問題は、「経営者の高齢化による後継者問題」が最も多く、次いで「店舗等の老朽化」、「商圏人口の減少」
を問題として挙げる割合が高い状況。

（出典）令和６年度商店街実態調査（中小企業庁）
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【商店街が抱える問題（令和６年度）】

集客力が高い・話題性のある店舗・業種が少ない又は無い

（％）
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【空き店舗率ごとの商店街数の分布】

• 商店街の空き店舗率は約11％。心理学的に｢廃れている｣と感じる境界と言われる｢空き店舗率10％｣を超える商店
街は、全体の35%に達している。

• 空き店舗の発生に対する取組について、約40％の商店街が「特に関与していない」と回答。
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商店街の空き店舗の状況

（出典）令和６年度商店街実態調査（中小企業庁）

（n=2,071）
全体の3割が空き店舗率10%以上

（n=2,723［複数回答］）
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【空き店舗の発生に対する取組】

コミュニティ施設（イベント・交流サロン・子育て支援・
福祉施設・休憩所など）として活用

創業者支援（小売未経験者のチャレンジショップ等による
店舗開業）の場として活用

（％）
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最近１年間の商店街を構成する業種別店舗数の変化

最近の商店街の構成は、「飲食店」、「サービス店」、「医療・保育・公共施設」が増え、「買回品小売店」、「最寄品小売
店」が減っている傾向にある。
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（出典）令和６年度商店街実態調査（中小企業庁）

（業種別店舗）
買回品小売店： 百貨店、大型ディスカウント店、衣料品、書店、家電店等
最寄品小売店： 生鮮食品、日配食品店、コンビニエンスストア、スーパーマーケット、ドラッグストア等
飲食店： 飲食店（持ち帰り店を含む）
サービス店： クリーニング店、パチンコ店、美容院、宿泊業等
医療・保育・公共施設： 医療・介護施設、保育園、図書館等
その他： 金融機関、郵便局等

（減った） （増えた）

（％）
（％）



中心市街地・商店街等活性化施策
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【社会経済情勢の変化】

⚫ 少子化・高齢化による人口減少、デジタル技術の普及を背景にした購買行動の多様化、コロナ禍の長期化の影響による
多様なライフスタイルの形成

⚫ 店舗経営者の高齢化や後継者不足等による商店街組合員の減少、組織的な活動力の低下、個店同士の連携の希
薄化、空き店舗の常態化等

商店街等の活性化・地域づくりの促進について

✓ これまでの商店街支援策は個店支援が中心。しかしながら、ライフスタイル・地域課題等が多様化する中、従来どおりの個店支援では限界
が生じており、商店街を核とした地域の「個性」と「多様性」を伸ばし、エリア価値（魅力）を高めていかないと、商店街の活性化が難しい
局面を迎えている状況。

✓ 今後、しっかりとしたエリア戦略づくりをはじめ、それを実行するための組織づくりや資金調達等が大事となってくる。

✓ 商業を軸とした支援のみならず、地域コミュニティのニーズに応じた機能を複合的に導入していくことが必要であり、持続性の観点から組織力
（事業推進体制）の強化が重要。

✓ しかしながら、自らこうしたことのできる商店街は実態的に少なく、外部専門家の支援が不可欠。

気づきの提供

◼ 商店街の課題抽出

◼ 自己変革に向けた動機付け

◼ 商店街等のマインドチェンジ 等

エリアの価値向上アクションを後押し

「点 ➡ 線」の取組 「線 ➡ 面」の取組

◼ 地域価値・生産性の向上

◼ デジタルマーケティングの導入

◼ 空き店舗等の解消 等

◼ 地域を面的に支える機能の強化

◼ エリアで稼ぐ力の強化

◼ エリアの持続的成長 等

自己変革と多様なプレーヤーを巻き込み、
「 点 ➡ 線 ➡ 面 」で新たな変化を生み出す組織力（推進力）の強化に注力
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⚫少子高齢化の進展、産業構造の変化や消費動向の変化などに伴い、特に地方において、地域で生活を支える産業（エッ
センシャルサービス）の維持が難しくなってきている。そのような中で、地域で安心して働き、暮らせる生活環境を創
出するためには、若者にも魅力のある地方における仕事づくりとともに、地域でのコミュニティの形成・維持が重要と
なってくる。

⚫中心市街地は、地方都市において必要な機能が集約されており、中でも商店街は、地域の雇用や生活関連サービスなど、
地域の生活に不可欠な機能を担う主体や地域コミュニティの拠点として重要な「場」であり、この場を活かして、地域
のコミュニティや日常生活に必要不可欠なサービスの提供が維持されるよう、地域資源を活かした魅力的なまちづくり
に取り組み、地域の中で人流を生み、消費につながる経済循環を生み出すことが必要となってくる。

⚫このため、商店街を含む中心市街地等の広域エリアにおいて、商店街やまちづくり会社、企業や産業支援機関等が連携
して、地域が目指すべき方向性（ビジョン）を定め、まちづくり会社や行政などの多様な力を組み合わせた体制・組織
を構築し、行政に頼らない持続的な事業モデルを構築し社会的インパクトを創出する事業の実施に向け、 3つのポイン
トを軸に、地域の主体が取り組んで行くことが重要である。

地域の課題解決に取り組む事業を実施し、地域に利益が還元される仕組みを構築するためのポイント

• 商業や居住等の多様な都市機能の集積地
を、行政が中心市街地エリアとして設定
している。

• 行政や企業、団体、住民等が参加して地
域のビジョンを作成。中心市街地活性化
基本計画等に反映させることで、行政側
が長期的にコミットしている。

• 民間側に事業を推進するための中心的
な主体が存在し、行政や住民、各種組
織との調整をとりまとめて行っている。

• 行政は、民間の取り組みを下支えして
いる。

• 行政からの補助金のみに頼らず、民間
の資金を入れながら、自ら事業で収益
を上げ、地域に還元でき、長く継続で
きる仕組みを構築している。

• 事業を通じて、地域コミュニティの強
化や、人流の創出や新事業創出などに
より地域の課題解決や経済の活性化に
貢献している。

中心市街地・商店街等活性化施策について

組織・体制ビジョン 事業
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令和７年度商店街等活性化支援事業（中小機構事業）
⚫ 中心市街地または商店街を中心としたエリアの発展と地域経済の活性化を図ることを目的に「まちづくりオンライン

相談」「巡回型支援」「パッケージ型支援」「中小企業アドバイザー派遣事業」を実施。

⚫ まちづくり分野の経験豊富な専門家を派遣し、「地域のビジョン策定」「事業推進体制の構築」「持続可能な事業の

推進」に軸を置き、エリアの活性化を推進する中心市街地活性化協議会や商店街振興組合、まちづくり会社などの地

域組織に対して伴走支援を行う。

〈中心市街地・商店街等診断・サポート事業〉

※オンライン相談支援
を実施している方が対象

中小企業アドバイザー
派遣事業

※対象※
中心市街地活性化協議会または、
認定民間中心市街地商業活性化事業者

パッケージ型支援【今年度公募終了】

現地踏査、関係者へのヒアリング、各種調査等により
現状把握を行い、複数の専門家の知見に基づく助言やセ
ミナー等に開催による事例提供を行う。

支援期間

約1年間
（対面・オンライン）

支援体制

複数の専門家による

プロジェクトチーム

巡回型支援

支援回数

1地域最大3回／年間
（対面・オンライン）

支援体制

専門家1名／回

専門家ヒアリングを通じたエリア課題整理、
課題に対して参考となる事例提供等を通じて
検討事項への助言を行う。

手厚い支援！

支援体制

専門家１名／回

支援期間

最大３回/年間 2時間/回

～気軽な課題解決に加え、相談内容に応じて適切な事業へ繋げる～

まちづくりオンライン相談支援

中小機構 まちづくり

詳しくはこちら→
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（参考）地域の持続可能な発展に向けた商店街づくりのノウハウ集

第１章 商店街の置かれている状況を知る

第２章 自分たちの商店街のことを知る

第３章 自分たちの商店街のありたい姿を描く

第４章 持続可能な仕組みをつくる

第５章 新しい活動に取り組む

ノウハウ集の構成

（出典） https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2022/220426shoutengai01.pdf

⚫ 地域の持続可能な発展に向けて取り組む商店街の先進事例等を分析、取組の内容を紐解き整理。現状と目指すべ
き未来を明らかにした上で、持続可能な体制づくりや人材の活用・育成、個別の取組を行うためのヒントや行動指針を
まとめたノウハウ集。

⚫ ノウハウ集を活用し、地域内で議論を深めることが地域の体制づくりに加え、外部専門家の効果的な活用にも繋がる。
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（参考）商店街における取組事例集

（出典）https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2022/220426shoutengai02.pdf

⚫ 「地域の持続可能な発展に向けた商店街づくりのノウハウ集」の別冊として、中核的な担い手や推進体制を中心に、
地域の関係者を巻き込みながら、個性的で多様性のある商店街づくりに取り組んでいる地域（３８地域）を、事例
集としてとりまとめ。
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まちづくり人材育成
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まちづくり※人材育成事業 ※地区・街区（商店街含む）等のエリア単位を想定
⚫ 地域の再活性化、地域・エリア価値の再構築を促すためには、改めて地域の本質的な課題を深掘るとともに、まだ活

用できていない地域としての「個性」や「多様性」を活かし、新たな視点に立った取組を地域のステークホルダーを
巻き込みながら推進することが必要。

⚫ こうした取組を推進していく中、地域全体を俯瞰し、地域における本質的な課題を発見するとともに、関係者間の合
意形成や持続可能な実施体制の整備をサポートするなど、地域の立て直し・再構築を担う総合的なコーディネート役
を担える人材の育成・確保が必要。

⚫ 今後、面的伴走支援を全国的に行っていく上では、上記のような総合的なコーディネート役を担える人材が現時点で
少なく、かつ十分に配置・プール化できていない。

⚫ そのため、今後、面的伴走支援を効果的に実行するためには、総合的なコーディネート役の人材の裾野を広げていく
ことが急務であり、民間企業や支援機関等で伴走支援の経験を持つ人材をターゲットの中心に、裾野を広げていく育
成講座プログラムを策定し、事業展開を図っていく。

ビジョンをつくる
～地域課題の（再）発見・特定～

組織をつくる
～組織と事業の定着・拡大～

事業をつくる
～事業企画と始動・拡大～

関係づくりと合意形成
～利害関係調整と協働・共創～

地域の現状や課題を踏まえて、地域に対する
”想い”をありたい姿（ビジョン）として具体化し、
関係者を巻き込んでいく

地域に求められる事業の立ち上げや既存事業
の拡大等、まちづくりを継続可能な事業として
取り組んでいく

まちづくりの様々な取組を円滑に進めるため、ビジョン策定、事業企画・拡大、組織組成等の各フェーズにおいて対話・傾聴等を通じて合意形成していく

目指すべき
まちづくり人材像

【必要な要素】

◼ 事業設計（事業性評価や市場分析）
◼ 円滑な事業遂行（プロマネやプロモーショ

ン） 等

【必要な要素】
◼ 自身や地域の現状分析（ビジネス分析フ

レームの活用）
◼ 新たな知見の取得・活用（他地域や他

分野の取組等から示唆を得る行動）等

まちづくり（事業）の持続性を高めていくため、
仲間を巻き込み、事業を推進する組織・コミュニ
ティを作っていく

【必要な要素】
◼ 関係者・機関の位置づけの構造的把握
◼ 組織運営（公民連携や資金調達等の

多様化） 等

【必要な要素】
◼ 関係者ごとのアプローチと協働・共創のハブとなる（対話・傾聴の手法やリーダーシップ・コーチング等の手法）等
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商店街から考える！まちづくり人材育成講座「マチスタート」

下田孝志氏

山形まちづくり
株式会社
常務取締役

兒玉絵美氏

青山社中株式会社
代表CEO／
福井県立大客員教授

NPO法人
クロスメディアしまだ
事務局長

野口富太郎氏

株式会社
さかいまちづくり公社
代表取締役

(有)テイクスペース代表取締役
中小企業基盤整備機構講師
アドバイザーなど

竹林 晋氏

マチスタート
4日間の講座に伴走

朝比奈一郎氏

ー 講 師 ー

⚫ 朝比奈一郎講師
リーダーシップ（始動者）の
考え方や地域活性やまち作り
におけるリーダーシップの
必要性を学ぶ。

⚫ 参加者の地域の課題整理～事
業案作成までを実施。また、
本研修の重要なポイントであ
る“関係者の巻き込み”“合意形
成”を重視した地域ネットワー
ク図を作成。

⚫ 組織の動きや関係者との連携
を現場で学ぶため、埼玉県川
越市“立門前商栄会”で実地研
修を実施。

⚫ 商店街に加え、周辺施設を訪
問し関係者からヒアリング。

⚫ ヒアリング後にグループワー
ク実施。商店街の課題を整理
し、課題解決や関連施設との
連携に向けた事業案を議論。

⚫ 下田孝志講師
本気で挑む“まちづくり”
に必要な姿勢を講話。
受講生のマインドを醸成。

⚫ 地域の関係者や地域性に
ついて整理。ビジョンを
作ることの重要性を学ん
だ上で、SWOT分析など
を演習。

⚫ 兒玉絵美 講師
“アート×まちづくり”の事例を
通じて合意形成のポイントを学ぶ。

⚫ 野口富太郎 講師
地域公社×ふるさと納税という
手法を用いた事業の仕組みと
ポイントを学ぶ。

⚫ 事業設計にあたり、重要なポイン
トや広報・PRの手法を学ぶ。

⚫ ビジョン達成に向けた課題を整理
し、事業案を演習を通じ検討。

懇親会も
大盛況！

⚫ まちづくり人材育成講座 「マチスタート 」を令和７年２月４日（火）～７日（金）に実施。（商店街関係者、
まちづくり会社、行政、中小企業診断士など44名が参加）

⚫ 次回は、令和８年２月頃に開催予定。

Day1 Day3Day2 Day4

組織をつくる

先進事例紹介

事業をつくるビジョンをつくる 関係づくりと合意形成

＜令和6年度実施プログラム＞
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商店街表彰制度

15



⚫ 商店街を含むエリア全体の価値向上につながる取組を選定・表彰。受賞商店街への視察・意見交換会の実施や取組内
容・ポイントの中企庁HPへの掲載等を通じ、他の商店街に新たな気づきを与えるとともに、行動変容を促し全国的な
商店街の活性化に繋げる。

⚫ 外部有識者による審査を経て、中小企業経営支援分科会において受賞者（10者）を決定。受賞された商店街の取組と
しては、面的なエリア価値の向上に繋がる事業や、多様な関係者を巻き込んだ実施体制の構築を図りながら事業を実施
している点が特徴的である。

「地域にかがやく わがまち商店街表彰」（大臣表彰）について

（参考）中小企業庁HP https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/award/index2024.html

• 安芸本町商店街振興組合［高知県］
• 一般社団法人からまち/協同組合唐⼾商店会［山口県］
• 一般社団法人やかげまるごと商店街振興会［岡山県］
• 宇宿商店街振興組合［鹿児島県］
• 株式会社ベース/諫早市中心市街地商店街協同組合連合会［長崎県］
• クローバー通り商店会［静岡県］
• 吹田市旭通商店街協同組合［大阪府］
• 七日町商店街振興組合/山形まちづくり株式会社［山形県］
• 福知山フロント株式会社/福知山駅正面通商店街振興組合［京都府］
• 松山市商店街連盟［愛媛県］

表彰式 及び 齋藤大臣との座談会（令和6年7月23日）

•表彰式を実施し、受賞した商店街組織等の代表者に対し、齋藤経済産業大臣から感謝状を授与した。
•表彰式に続いて行われた受賞者と齋藤経済産業大臣との座談会では、受賞者から受賞した取組について説明し、
その後商店街を活かした地域経済の活性化等について意見交換を実施した。

（50音順）

• 募集開始：令和7年10月1日（予定）
• 審査期間：令和8年2月～ 令和8年4月頃（予定）
• 受賞予定者への内示：令和8年6月頃（予定）
• 表彰式（結果公表）：令和8年7月頃（予定）
• インタビュー、視察等：令和8年9月以降（予定）
• 事例集公表：令和9年4月頃（予定）

「地域にかがやく わがまち商店街表彰2024」 受賞者

【参考】これまでの表彰事業 「地域にかがやく わがまち商店街表彰2026」

・平成8年度 元気のある商店街100選（事例集）
・平成12年度 続・元気のある商店街100選（事例集）
・平成18年度 がんばる商店街77選（大臣表彰）
・平成21年度 新・がんばる商店街77選（大臣表彰）
・平成26年度・27年度 がんばる商店街30選（大臣表彰）
・平成28～31年度、令和3年度 はばたく商店街30選（大臣表彰）

↑2024受賞者

↑2026チラシ
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（参考）「地域にかがやく わがまち商店街表彰2024」受賞者について

【高知県安芸市】安芸本町商店街振興組合

◆ 「安芸市中心商店街等振興協議会」を設置し、
振興計画を検討・策定。協議会の下に置かれ
たワーキングループにおいて、安芸に関わる
多様な関係者が集まり振興計画に基づくアク
ションプランを策定し、具体的な取組を進め
る。

◆ 交流の場「たまり場」は、地域コミュニティ
形成の場であり、振興計画の進捗確認だけで
なく、地域活性化のための具体的な議論が継
続的に行われる場となっている。

異業種・異分野・異世代の交流による地域活性化

【岡山県矢掛町】一般社団法人やかげまるごと商店街振興会

住民と観光客が共に過ごしやすいまちづくり

◆ 「矢掛宿」の風情の残るまちなみを活かし、
地域全体を「まるごと道の駅」として定義。
商店街を活性化するために、個店の魅力に加
え地域全体の魅力も向上させている。

◆ 商業に従事しない住民が多い地域において、
商店街が中心となり住民の意見を地域活性化
に反映することに成功。

◆ 商店街が活性化に取り組むという明確な意思
を持って町や観光交流推進機構等と協力し、
まち全体・商店街の魅力を高めている。

【山口県下関市】一般社団法人からまち・協同組合唐戸商店会

【鹿児島県鹿児島市】宇宿商店街振興組合

◆ 唐⼾エリアの6商店街を協同組合と振興組合
の2組織に統合。新たに設立したまちづくり
会社が2組織の事務局を担うことで、組織運
営の一元化と事務の効率化に成功。

◆ 下関市の支援のもと「観光ウォーカブル都市
唐⼾」を目指し「5カ年計画」を策定。計画
に基づき、テナントミック事業やにぎわい創
出イベント、パークレットの設置など、多様
な事業を展開している。

組織統合により推進体制を確立して地域再生に取り組む

◆ 「鹿児島で住みたい街No.1」を目指し、商
店街が主導して住みやすいまちづくりを実践。
駅、バス停などの住民の交通アクセスの向上
や防犯対策などの地域の環境整備や、イベン
トの実施等を通じた楽しさの提供などを実施。

◆ 取組を継続的に発展させながら実施するため
に、PDCAサイクルを継続的に回し続ける体
制を構築。取組に対する評価分析や議論を組
織内でしっかりと行いながら、商店街以外の
様々な組織と協力して取組を進め、地域全体
の活性化に繋げている。

住みやすく住民が楽しめるまちづくり

17



（参考）「地域にかがやく わがまち商店街表彰2024」受賞者について
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【長崎県諫早市】株式会社ベース・諫早市中心市街地商店街協同組合連合会

商店街を「場」として活用して地域のにぎわいを創出

【大阪市吹田市】吹田市旭通商店街協同組合

地域と協力して子育て世代や若者を呼び込む

【静岡県浜松市】クローバー通り商店会

【山形県山形市】七日町商店街振興組合・山形まちづくり株式会社

新規創業への伴走支援を通じた地域活性化

商店街と地域が一体となって取り組むまちづくり

◆商店街を賑わい創出の「場」として捉え、
アーケード下の通りをイベント実施者が活用
できる環境を整備。イベント開催数や来街者
数が増加し、地域の賑わいを創出している。

◆商店街が単なる買物の場を超え、住民の夢や
希望を後押しする場とすることを目指して
「Goo Goo Marche」などのイベントを商店
街において継続的に実施。多数のイベント実
施によるにぎわいの創出と、空き店舗対策等
により、連合会地区の空き店舗数は大幅に
減っている。

◆「天竜トライアルオフィス」のビジネスコー
ディネーターが、浜松市や商工会議所・商工
会が行う新規創業支援制度の活用のサポート
など、新規創業者の伴走支援を行う。

◆伴走支援を通じ、事業内容や事業計画、創業
希望者の性格、自治会への加入の可否等を踏
まえ、商店街で事業を行うことが最適である
と判断した創業希望者については、商店街で
の創業を支援し、新規事業の成功率を高めて
いる。

◆商店街の体制や風土を刷新し、現理事長を中
心として地域の人や専門家等がチームとなっ
て、子育て世代や若者の来街者数増加に向け
た取組を実施。

◆商店街が空き店舗を改装し、カフェやレンタ
ルスペースを設置。授乳室、キッズスペース
等を備えた。レンタルスペースには、常時数
店舗が出店。シェアキッチンとしてのカフェ
スペースの貸し出し、近隣作家の作品販売な
ど、商店街に人が集う拠点となっており、特
に子育て世代の来街者が増加した。

◆商店街組織（商店街青年会・商店街振興組合
とまちづくり会社）による事業推進体制が確
立。青年会で積極的な活動を行った者が、振
興組合の役員となり、青年会活動で培った経
験と人脈を活かして活動を発展させている。

◆商店街組織が中心となってまちづくりに取り
組み、自治体が条例などにより後押しするこ
とで、七日町エリアのまちづくりを推進。
関係する団体の事務局を振興組合が担い、ビ
ジョンを関係者と共有することにより、一体
的なエリアマネージメントを可能にしている。



（参考）「地域にかがやく わがまち商店街表彰2024」受賞者について
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【京都府福知山市】福知山フロント株式会社・福知山駅正面通商店街振興組合

若手主導の商店街改革による地域活性化

【愛媛県松山市】松山市商店街連盟

市内の商店街全体が連携して地域の魅力を高める

◆行動力のある若手を中心とした民間出資
100%のまちづくり会社を設立。既存の振興
組合では対応が難しい課題の解決に向け、ス
ピード感をもって多様な事業を展開できる組
織体制を確立した。振興組合理事を若手に一
新することで、組織の世代交代を実現した。

◆空き店舗を活用したハード事業とイベント実
施などのソフト事業を効果的に組み合わせる
ことにより、新規出店者の獲得とにぎわい創
出に成功。魅力的な個店の集積によりエリア
価値の向上を実現。

◆市内商店街が連携してまちづくりに取り組む
との共通認識のもと、連合会組織として、松
山市内商店街全体の発展等に寄与するための
研修、共同事業等の事業を実施。

◆加盟商店街を相互に訪問する「地域内視察・
交流会」の実施により、まちの魅力を再発見
するとともに、商店街間の連携を強化。再発
見したまちの魅力を伝えるデジタルスタンプ
ラリーの実施により、市内商店街への来街者
増に繋げている。

主な審査 項目

【取組詳細】
⚫地域の資源・個性を活かした取組か、取組自体に革新性・独創性があるか
⚫面的なエリア価値の向上（エリアブランディング）に繋げる工夫がされているか
⚫実施主体が長期的視点を持ちながら取組を行っているか

【取組体制】
⚫多様な関係者を巻き込み、より実効性を高めるような実施体制となっているか
⚫地方公共団体や地域の関係する団体等と連携して取組が行われているか

【成果】
⚫取組がエリア価値の向上に繋がっているか、収益性があるか

足立 基浩
和歌山大学 副学長、経済学部 教授

村山 顕人
東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻都市計画研究室
准教授

新 雅史
流通科学大学商学部マーケティング学科 准教授

田中 里沙
事業構想大学院大学 学長・教授

審査委員

（参考）審査委員、主な審査項目について



ローカル・ゼブラ政策
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ローカル・ゼブラ企業の存在意義
• ゼブラ企業とは、社会課題解決解決と経済性の両立を目指す企業を、白黒模様、群れで行動するシマウ

マに例えて命名された。中小企業庁では、このうち、地域の課題解決に取り組む、ローカル・ゼブラ企
業の育成を行っている。

• 少子高齢化等の影響で人口が減少し、市場が縮小する時代において、公的セクター（公助）や資本市場
（自助）の間で拡大する「共助」の範囲担う存在が地域には必要である。

• これまでは非営利セクターが担ってきたが、共助領域の拡大や技術の進展に伴い、ビジネスの手法で共
助の領域を担う、ローカル・ゼブラ企業が活躍できる領域も広がっている。

公助：行政が担う領域。人口減少に伴う地域の税収減や
担い手の減少、行政側の人手・予算不足等により、対応で
きる課題には限りがあり、民間との連携による課題解決を志
向する自治体は増えてきている。

自助：民間の主体が担う領域。顧みられない主体を含めた地
域全体の持続可能性に責任を持つ役割は果たせないが、牽引
力が大きく、人材や技術力等の資源を保持しているため、地域の
活力向上が企業のミッションに合致している場合、シナジーが生ま
れ得る。

共助：公助と自助の間を繋ぎ、地域の持続可能性にコミットする主体が担う領域。
非営利セクターが果たす役割も重要ながら、本事業においては経済的な持続可能性を考え、事
業による課題解決を行う主体（ローカル・ゼブラ企業）に着目。

共助 自助

非営利セクター

領域の縮小
領域の拡大

ローカル・ゼブラ企業

公助
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ローカル・ゼブラ政策の流れ

2023年度

研究会の実施
基本指針の策定
「地域課題解決事業推進に向けた基
本指針」を策定し、ローカル・ゼブ
ラ企業の重要性とビジネス上のポイ
ントについて整理し、目指すべき社
会の方向性を提示。

2024年度

ローカル・ゼブラ企業の社会性・事業性評価の確立
基本指針に則り、ローカル・ゼブラ企業のビジネスにおける社会的価
値を可視化するため、中小・小規模事業者でも取り組めるようなイン
パクト評価手法を整理。また、ローカル・ゼブラ企業の事業性を評価
し必要な経営資源を獲得できるようにするために、ローカル・ゼブラ
企業のビジネスモデルを類型化した。

2025年度

エコシステム強化に繋がる関係者を巻き込む仕組み、
多様な資金調達手法の整理
ローカル・ゼブラ企業と地域事業づくり会社が、ロー
カル・ゼブラ企業の横連携を図るローカル・ゼブラコ
ミュニティの形成やエコシステム強化に繋がる社会的
インパクト評価を活用した地域内外の関係者との連携
強化の仕組み、ローカル・ゼブラ企業の成長を支える
多様な資金調達手法を整理する。
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ローカル・ゼブラ企業の政府での位置づけ

「経済財政運営と改革の基本方針2025」（抄）（2025年６月閣議決定）

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現
１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着 ～賃上げ支援の政策総動員～
（２）三位一体の労働市場改革及び中堅・中小企業による賃上げの後押し
（中堅・中小企業による賃上げの後押し）
地域の社会課題解決の担い手となるローカル・ゼブラ企業の育成に向け、社会的インパクト評価を資金調達につなげる環境整
備を進める。地域の生活を支えるサービスの供給を維持・発展させる「地域協同プラットフォーム」を支援する。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025改訂版」（抄）（2025年６月閣議決定）

Ⅶ．資産運用立国の取組の深化
３．中小企業等の成長に資する金融サービスの充実と多様な資産運用商品の提供
②インパクト投資市場の拡大に向けた取組
社会的課題の解決を通じて企業価値・投資収益の向上を図る観点から、引き続きサステナビリティ投資を推進する。具体的に
は、インパクト投資の案件創出に向けて、Ⅳ．１．④に記載の「インパクトスタートアップ（社会的起業家）に対する支援」に
取り組むほか、インパクトの可視化・ビジネス構築等への支援強化等によるローカル・ゼブラ企業（地域の社会課題解決の担
い手となる企業）等の育成を図る。また、国際的な団体等とのネットワークを強化し、我が国の取組に関する対外発信を充実
させる。こうした取組により、企業が視点の転換を図り、金銭的リスク・リターンに加え社会面・環境面のインパクトを考える、マ
ルチステークホルダー型企業社会を推進する。

「地方創生 2.0 基本構想」（抄）（2025年６月閣議決定）

（１）安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
②魅力ある働き方・職場の創出
ⅳ．ローカル・ゼブラ企業の活躍環境整備による魅力ある職場づくり
ローカル・ゼブラ企業は、若者や女性を始め多くの人たちにとって魅力的な地域の仕事・職場を創出し、地域の社会課題解決の
新たな担い手となる重要な存在である。ローカル・ゼブラ企業を育成するエコシステム強化のため、多様なファイナンス手法や社
会的インパクト評価手法の検討・整理、地域や業種を越えたコミュニティの形成促進等の環境整備に取り組む。
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ローカル・ゼブラ企業や地域中間支援組織が地域の中堅・中核企業や大企業と連携し、エコシステム強化に
つながる仕組みの構築や、資金や人材等の経営資源獲得に向けて挑戦・活躍できる環境整備を図る。

先行事例の
検証・調査

コミュニティ
形成

実証事業

ゼブラ・
カンファレンス

ファイナンス
手法や

人材獲得方法
の整理

地域中核
中堅企業

【ゼブラの世界を深掘り】
事務局 PwC

【ゼブラの世界を広げる】
事務局 EY

全国の
ゼブラ

ローカル・ゼブラ企業に対する
社会的理解の普及・啓発

多様な経営資源獲得の
手段を実現する

• ローカル・ゼブラ企業や地域事
業づくり会社が多様な経営資源
獲得手法を選択でき、民間資本
による地域経済循環の構築を目
指す。

エコシステム強化につながる
事業拡大等の仕組み化

• 実証を通じて、地域事業づくり
会社とローカル・ゼブラ企業が
域内外のステークホルダーと連
携して、事業拡大・事業展開で
きる仕組み・型を明らかにし、
全国に波及させる。

大企業

金融機関

インパクト
研究会

• ローカル・ゼブラ企業同士
が地域や業種を超えたつな
がりにより、学び合うコ
ミュニティを創出する。

• ローカル・ゼブラ企業の取
組に共感した企業等がロー
カル・ゼブラ企業と出会え
る場を創出する。

令和７年度 ローカル・ゼブラ政策の全体像



地域エコシステムの成長・強化
• 地域エコシステムにおいて、長く地域に貢献してきた地域の老舗・中核企業（兄／姉ゼブラ）の持つ地

域資本や信頼と、社会的インパクトの創出に取り組むローカル・ゼブラ企業との事業の親和性は高い。
• ローカル・ゼブラ企業群が活躍できる共助のエコシステムは、地域に根ざした老舗企業等（兄／姉ゼブ

ラ）、共感する大企業等と事業連携し、域内外の成長資金や人材を呼び込むことで成長し、エコシステ
ム内で次の世代を育成しながら、地域の経済循環を強化していく。
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大企業

衰退

住民
金融
機関地方

公共
団体

地域の
中核企業
（兄／姉ゼブラ）

再チャレンジ

ローカル・ゼブラ企
業が取り組む事業

社会的
インパ
クト

経済的
利益

還
元

起業家

地域

地域中間
支援機能

花

葉

幹

土
壌

地
盤

ビジネスやチャレンジ

地域資本をビジネスに
活用するための仕組み

地域資本

地域でのチャレンジを
許容する文化・環境

社会的インパクト

域外企業



商店街等で活用できる施策

26
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商店街等で活用できる施策について

◼ 政策金融による商店街・中心市街地支援

◼ IT導入補助金（複数社連携IT導入枠）

商店街内の複数者が連携して実施する、地域の来街者増や回遊促進等を通じ、生産性向上を図るITツールの導入や消費動向等の分析システムを活

用したデジタルマーケティングの実装を支援し、エリア価値向上に繋げていく。

◼ 中小企業省力化投資補助事業

ＩｏＴ、ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カタログ」に掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにすることで、簡易
で即効性がある省力化投資の取組を支援。

◼ 中小企業新事業進出補助金

企業の成長・拡大を通した生産性向上や賃上げを促すために、中小企業等が行う、既存事業とは異なる、新市場・高付加価値事業への進出にか
かる設備投資等を支援。

◼ 新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧：デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生タイプ））

【内閣府：地方公共団体において実施計画を策定する必要】

デジタルの活用等による商店街活性化をはじめ、観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組を支援。

◼ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金【内閣府：地方公共団体において実施計画を策定する必要】

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を支援。

◼ ローカル10,000プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金）

【総務省：地方公共団体において実施計画を策定する必要】

産官学金労言の連携により、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業の創業・第二創業・新規事業立ち上げを支援。

◼ 事業継続力強化計画

事業継続力強化計画制度は、中小企業等の自然災害等への対策を促進するため、取り組みやすいＢＣＰとして、中小企業が行う防災・減災の事前
対策等を経済産業大臣が認定するもの。認定を受けた事業者は、認定ロゴマークの使用のほか、税制措置や低利融資等の施策の活用が可能。

◼ 小規模事業者持続化補助金（共同・協業型）

地域に根付いた企業の販路開拓を支援する機関が、小規模事業者を集め、展示会や商談会、催事販売、マーケティングの拠点を活用し、参画事

業者の販路開拓を支援する取組について支援。



【補助目的】
小規模事業者等の商品展開力・販売力の向上による販路開拓の取組に
ついて補助。

【補助上限・補助率】
補助上限：5,000万円 補助率：2/3、定額

【補助対象経費】
人件費、委員等謝金、旅費、借料、設営・設計費、内外装費、整備工
事等展示会等出展費、通信運搬費、広報費、印刷製本費、委託 ・外
注費等

【補助対象者】
地域振興等機関
※商工会・商工会連合会、商工会議所、中小企業団体中央会、商店街等組織、その他地
域の企業の販路開拓につながる支援を事業として行う法人

【活用事例】
・国内外における商談会や催事販売会の実施。
・アンテナショップを整備し、販売会の実施。
※オンラインでの展示会やマーケティング拠点の整備も対象

小規模事業者持続化補助金（共同・協業型）の概要

【事業実施のイメージ】
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販路開拓
支援

補助対象者
(地域振興等機関)

参画事業者
(10以上の小規模事業者)

✓ 販路開拓支援
①商品・サービス、販売方法等をブラッシュアップ
②販路開拓の機会の提供（商談会・販売会等）
③販路開拓機会の提供後の支援
④事業終了後も継続したフォローアップ支援

➡小規模事業者の商品展開力・販売力
の向上により、販路開拓・拡大を実現。

【事業類型】
･展示会・商談会型
・催事販売型
・マーケティング拠点型

⚫ 地域振興等機関が行う、10以上の小規模事業者の販路開拓を支援する取組を支援。

⚫ 商品・サービスのデザイン改良・ブランディング支援や生産・供給体制の向上支援等と、展示販売会・商談会等を通じた
参画事業者の販路開拓支援が一体となった取組が支援対象。
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小規模事業者持続化補助金（共同・協業型）のチラシ
※本事業について現在公募は行っておりません。次回公募については秋頃を予定しております。

（出所）小規模事業者持続化補助金事務局HP https://r6.kyodokyogyohojokin.info/
中小企業庁HP https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shokibo/2025/250425hanro.html

https://r6.kyodokyogyohojokin.info/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/shokibo/2025/250425hanro.html
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（参考）小規模事業者持続化補助金（通常枠）のチラシ

（出所）小規模事業者持続化補助金事務局HP https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/ (商工会）、 https://r6.jizokukahojokin.info/ （商工会議所）
中小企業庁HP https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/r6_jizoku.pdf

https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/
https://r6.jizokukahojokin.info/


IT導入補助金（複数社連携IT導入枠）の概要

１．申請要件

商店街振興組合などが代表事業者となり、地域の事業者10者以上と連携

２．補助対象ツール・経費

・キャッシュレスシステム、電子地域通貨システム、デジタルサイネージ 等
※ソフトウェアを機能させるハードウェアも一部対象です。

・参画事業者のとりまとめに係る事務費、専門家費
※事務費、専門家費のみ申請は不可

３．補助率・補助上限額

【補助率】1/2～4/5 ※導入するツール等によって異なります

【補助上限額】ITツール・ハードウェア：最大3,000万円

事務費・専門家費：最大200万円

キャッシュレスって複雑で
難しいのだろうか･･･

電子決済システムを導入し、顧客
サービスの向上とレジ業務の省力
化につなげよう！

来街者（性別や年代等）を把握する
AIカメラや、販売集計ソフトを活用
し、売上アップにつなげよう！

専門的な知識がなくても伴走支援
により地域一体でデータを活用し、
新規顧客獲得につなげよう！

https://it-shien.smrj.go.jp/

簡易な決済システム導入 ITツール導入による分析 専門家によるサポート

売上を上げるための方法っ
て何があるのだろう･･･

ツールを導入してデータをど
う活用すればいいのだろう･･･
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協同組合米沢市商店街連盟

Check！

IT導入補助金(複数社連携枠)を活用
同補助金を活用し、ポイントシステムソフトウェアや店頭用端末を
導入しました。詳しくはIT導入補助金HPをご覧ください。
https://it-shien.smrj.go.jp/

商店街独自のポイントカードで
地域のお金の循環を実現!!

※掲載情報は令和７年７月時点の情報です

基礎データ

・所在：山形県米沢市
・人口：約７.６万人
・加盟商店街数：１２
・組合員数：２１６
・カード利用店舗数：５１

操作説明会、楽チン操作！

Good！ｆor 消費者

• 110円(税込)ごとに獲得できる1ptは1円として、地域のお
店で使える！

• ポイント利用店舗は拡大中で、地域のお店を応援できる！

Point！

電子通貨と比較するとポイントカードはシステム導入の
時間面・費用面での負担が小さい

個店が支払う手数料が商店街活性化事業の資金となり循環

Good！for お店・商店街

• 顧客・購買データを取得できるため、お店や商店街の販
促・売上げアップに活用出来る！

旧 式 カ ー
ド

商店街の規模や地域実状にあったシステムにより自立的
に事業が継続

ポイントカードを刷新！

スマホ・キャッシュレス対応で、利用者拡大
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新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧：デジタル田園都市国家構想交付金（主に「地方創生推進タイプ」））

33
（出典）地方創生2.0に向けた取組について［内閣府資料］
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（出典）地方創生2.0に向けた取組について［内閣府資料］

新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧：デジタル田園都市国家構想交付金（主に「地方創生推進タイプ」））

34



※一部を除いて「商店街」でヒットした採択事業のみを抽出。

自治体 交付対象事業 事業時期

北海道
北海道芽室町 芽室町元気な商店街づくりプロジェクト R5～7

北海道安平町 回遊交流による商店街賑わい創出プロジェクト R2～7

関東

東京都東大和市 地域活性化に向けた活気ある商店街づくり事業 H30～R2

東京都台東区 ふるさと交流ショップによる地方経済の活性化と商店街振興事業 H29～R元

千葉県勝浦市 新たな配送サービス構築による商店街等にぎわい創出事業 R4～5

茨城県大子町 空き家・空き店舗等の活用による商店街のにぎわい創出を通じた町内活性化事業 R6～7

栃木県さくら市 商店街の景観・ホスピタリティ向上事業 R元～3

長野県松川町 リニア時代を見据えた商店街を中心とする地方創生事業 R5～7

新潟県新潟市 古町再生プロジェクト推進事業 R3～5

新潟県小千谷市 地域資源（和テイスト）とＳＮＳ・インターネット環境を活用した商店街活性化事業 H30～R2

中部
富山県立山町 自治体ポイントを活用した商店街活性化事業 R元～3

石川県金沢市 金沢商店街活性化プロジェクト R7

近畿 大阪府和泉市 新商店街におけるにぎわい創出 H29～R元

35

（参考）新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧：デジタル田園都市国家構想交付金（主に「地方創生推進タイプ」））事例
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※一部を除いて「商店街」でヒットした採択事業のみを抽出。

自治体 交付対象事業 事業時期

中国

山口県
ご当地グルメと商店街と新モビリティで交流を循環させる地方創生交流ネットワーク形
成事業

R6～7

山口県山口市 次世代へつなぐ商店街づくり加速化プロジェクト R3～7

山口県山口市 人が集い賑わいのある商店街づくり支援事業 H30～R2

四国 高知県いの町 いの町商店街エリアにぎわい創出（まちなか再生）事業 R3～5

九州

福岡県北九州市 持続可能な商店街活性化事業 R4～7

福岡県香春町
来て見て、住んで春香町へ。旧香春小学校を活用した秋月が移動沿い旧商店街賑わい再
生事業

R7

熊本県甲佐町
甲佐町商店街を中心とする中心市街地の活性化プロジェクト～人々が“こうさ”するまち
へ～

R6

大分県国東市 鶴川商店街周辺観光拠点推進プロジェクト R4～6

大分県別府市 デジタル地域通貨を活用した中心市街地活性化事業～観光客で賑わう商店街～ R7

36

（参考）新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧：デジタル田園都市国家構想交付金（主に「地方創生推進タイプ」））事例

※一部を除いて「商店街」でヒットした採択事業のみを抽出。
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ローカル10,000プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金）

（出典）地域力創造グループの施策について［総務省資料］
3737



（参考）ローカル10,000プロジェクトの採択事例

※「商店街」でヒットした交付決定事業を抽出。

自治体 事業名 事業概要
交付決
定年度

関東 長野県小諸市
まちなか商圏再生に向けた民
間活力型公共施設活用事業

・商店街に近い歴史的建造物をレストランへ改修
・市内のワインを取揃えた初のレストランとして、地元食材を活用
した料理を提供

R4

四国 愛媛県松山市
都市型ワイナリーを活用した
松山中央商店街活性化事業

・松山中央商店街にある大街道商店街に都市型ワイナリーを整備し、
松山市民のみならず広く県外にもアピール出来るワインを醸造

R6

九州

鹿児島県鹿屋市
地元食材を活用した農家・商
店街ともに元気になる地域密
着型レストラン事業

・地域の畜産農家から直接黒豚、黒毛和牛を買い取り提供する拠点
を整備

H26

鹿児島県出水市
保育所併設型就労支援事業所
整備事業

・地域商店街の中心に位置する銀行跡に保育所併設型就労支援施設
を整備
・就労支援事業ではwebライティングを行い、専門知識やPCスキル
の習得を支援

R4
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

（出典）重点支援地方交付金の概要［内閣府HP］

（令和６年度補正予算）
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40
（出典）重点支援地方交付金の概要［内閣府HP］

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度補正予算）



（参考）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の採択事例（令和６年度補正予算）

※「商店街」でヒットした実施計画を抽出。

自治体 事業名 事業概要

北海道 北海道小樽市
街路防犯灯ＬＥＤ改良費物価高騰
対策重点支援金給付事業

電気料金の高騰に直面する街路防犯灯を管理する団体（町内会・商店街）
に対して、省エネ効果が高く、二酸化炭素排出量の少ないLED灯への改良
に係る経費を補助。

関東

埼玉県川越市 商店街街路灯のＬＥＤ化等支援
エネルギー価格高騰の負担軽減や脱炭素化社会の実現を目指すため、川越
一番街商業協同組合が実施する街路灯のLED化や塗装に係る経費を補助。

神奈川県横須賀市 商店街街路灯の電気料金への補助
電気料金の高騰により負担が増加している商店街に対して、街路灯の電気
料金高騰分を補助。

41

自治体 事業名 事業概要

関東 千葉県茂原市
キャッシュレス決済ポイント還元
事業

対象キャッシュレス決済を使用して市内対象店舗を利用した方にポイント
還元を行い、消費の増加を図る。また、商店街振興のため、茂原市商店会
連合会に属している店舗の還元率を高く設定し、利用向上を図る。

近畿 兵庫県三木市 商店街お買い物券事業
物価高騰の影響を受ける事業者及び市民への支援として、市内の商店街等
が実施するプレミアム付商品券の発行を支援することにより、消費喚起と
地域商業の振興を図る。

九州 鹿児島県鹿児島市 中心市街地にぎわい創出支援事業
物価高騰等の影響を受ける中心市街地の面的な活性化を図るため、商店街
等が実施するにぎわいの創出につながるイベント等に対して助成。

地方公共団体が実施する、商店街等の街路灯・防犯街灯等に係る支援事例

地方公共団体が実施する、商店街等のにぎわい創出に係る支援事例



①地域再生法における商店街活性化促進区域に
おいて空き店舗を利用して事業を行う方

≪設備資金・運転資金≫ 【中小：特利②】

(例)
・小売店や飲食店が空き店舗を
利用して新規出店する際に、
新たな顧客を取り込むための
販売促進等の費用

②空き店舗への出店をご検討の方（※）

≪設備資金≫ 【中小：特利②】

(例)
・飲食店が商店街の空き店舗に
出店する際の建物の取得費用や
内装費用、冷蔵庫等の導入費用
(※)一定の要件を満たす商店街の

空き店舗が対象となります。

③地域商店街活性化法の認定を受けた地区に
おいて事業を営む方

≪設備資金・運転資金≫ 【中小：特利②】

(例)
・同地区内の食品製造卸店が、
経営の合理化を図るために、
古くなった調理機械を最新
製品に更新する際の導入費用

④中心市街地活性化法の認定を受けた中心市街地
において事業を営む方

≪設備資金・運転資金≫【中小：特利② 国民：特利③】

(例)
・地域の人材育成ニーズを満たす
とともに、売り上げ増を図るため
職業訓練教室を新たに開設
するための費用

⑤中心市街地活性化法における特定民間中心
市街地経済活力向上事業を行う方

≪設備資金・運転資金≫ 【中小：特利③】

(例)
・経済産業大臣の認定を受け、
中心市街地において地域の核と
なる商業施設の整備費用や同施設
に入居するテナントの開業費用

⑥経営の合理化等に取り組む方

≪設備資金・運転資金≫ 【中小・国民：特利①】

(例)
・卸、小売、飲食店及びサービス業
を営む中小企業・小規模事業者
が合理化や共同化を図るための
設備取得に係る費用

＜事務処理設備等＞

＜調理機械導入費用＞

＜冷蔵庫導入費用＞

＜販売促進費用＞

※1 標準的な貸付利率。適用利率は信用リスク（担保の有無を含む。）等に応じて所定の利率が適用されます。
※2 担保を不要とする融資制度を希望される方に適用される利率です。担保の有無などによって異なる利率が適用されます。

＜職業訓練教室開設費用＞ ＜施設整備・運転費用＞

貸付期間 貸付限度額 基準利率 特別利率① 特別利率② 特別利率③

中小企業事業
（中小企業向け） 設備資金 20年以内

運転資金 7年以内

7億2,000万円 1.75～2.45％ (※1) 1.35～2.05％ 1.10～1.80% 0.85～1.55％

国民生活事業
（小規模事業者向け）

7,200万円
(うち運転資金 4,800万円)

2.60～3.70％ (※2) 2.20～3.30％ 1.95～3.05％ 1.70～2.80％

（R7.2.3現在の貸付利率）

政策金融による商店街・中心市街地支援
⚫ 卸・小売・サービス業者等に対して、日本政策金融公庫による低利融資制度を実施。

⚫ 要件を満たす場合には、基準利率から一定の利率を引き下げた「特別利率」を適用。

企業活力強化資金

⚫ 生産性向上に向けた取組を図る観光産業事業を行う方 ≪設備資金・運転資金≫ 【中小・国民：特利①】

（例）集客力を高めるため、ロケーションを活かした周囲の景色を取り入れる改修の資金等

観光産業等生産性向上資金

【参考】基準利率等

42



事業継続力強化計画（ジギョケイ）

⚫発災時の初動対応手順（安否確認、被害の確認・発信手順等）

⚫ヒト、モノ、カネ、情報を災害から守るための具体的な対策

⚫計画の推進体制（経営層のコミットメント）

⚫訓練実施、計画の見直し等、取組の実効性を確保する取組

⚫認定事業者によるロゴマーク使用

⚫防災・減災設備導入に対する税制措置

⚫低利融資、信用保証枠拡大等の金融支援

⚫補助金採択時の加点措置

【計画認定スキーム】

経済産業大臣

（各経済産業局）

中小企業
小規模事業者

※協力者として、大企業や経済団

体等も参画可能

【計画の種類】

■事業継続力強化計画

中小企業・小規模事業者が自社のみで実施する計画

■連携事業継続力強化計画

２者以上の中小企業・小規模事業者で実施する計画

◼ 事業継続力強化計画制度は、中小企業等の自然災害等への対策を促進するため、取り組みやすいＢＣＰとして、中小企
業が行う防災・減災の事前対策等を経済産業大臣が認定するもの。

◼ 認定を受けた事業者は、認定ロゴマークの使用のほか、税制措置や低利融資等の施策の活用が可能。

◼ 令和元年に制度創設以来、延べ8万件超の事業継続力強化計画を認定。（令和７年4月末時点）

計画の記載項目

認定を受けた事業者に対する施策

②認定

①申請
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事業継続力強化計画（大分県中央町商店街振興組合の事例）
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中小企業省力化投資補助事業（カタログ注文型）

（出所）中小企業省力化投資補助金HP https://shoryokuka.smrj.go.jp/
中小企業庁支援策一覧HP https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html
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https://shoryokuka.smrj.go.jp/
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html
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中小企業省力化投資補助事業（一般型）

（出所）中小企業省力化投資補助金HP https://shoryokuka.smrj.go.jp/
中小企業庁支援策一覧HP https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html

https://shoryokuka.smrj.go.jp/
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


ガイドとグリッド線

（出所）中小企業庁HP https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/shinjigyo_shinsyutsu.pdf
47

中小企業新事業進出補助金 既存基金の活用（1,500億円規模）


